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東播磨港台風対策実施要綱 
 

                  昭和 55 年 9 月 ４日 制定 
                     平成 18 年 3 月 ９日 一部改正 
                     平成 22 年 7 月 14 日 一部改正 
                     平成 24 年 8 月 １日 一部改正 
                     平成 27 年 6 月 23 日 一部改正 

平成 28 年 6 月 21 日 一部改正. 
  令和元年７月３日 一部改正 
  令和 3 年 7 月 2 日 一部改正 

１ 総 則 

（１）台風の接近により東播磨港在泊船舶に影響が及ぶおそれがある場合にお

いて、東播磨港長、第五管区海上保安本部長及び第六管区海上保安本部長

（以下「港長等」という。）から船舶に対し、港則法の規定に基づく勧告

が発出されたときは、各船舶は、２項目（１）及び（２）に定める措置を

とるものとする。 
（２）在泊船舶及び台風津波対策部会会員は、台風接近のおそれがあるときは、 

可能な情報入手手段により台風情報を把握し、港長等から勧告が発出され

たら速やかに対応がとれるよう必要な準備を行うものとする。 
（３）発達した低気圧により東播磨港在泊船舶に影響が及ぶおそれがある場合

においても、本実施要綱を準用する。  
 
２ 実施要領 

（１）台風等が接近するおそれがある場合 

区分 台風の状況 
 

措 置 内 容 
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 台風が東播磨港に接

近するおそれがあると

き。 
 
 

 在港各船は台風の動向に留意し、

乗組員の待機、機関の準備など必要

な避難態勢を整えること。 
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 東播磨港が台風の暴

風警戒域に入るおそれ

があるとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 10,000 総トン以上の船舶は、原

則として港外に避難すること。 

２ 1,000 総トン以上の船舶は、原

則として入港を見合わせること。 

３ 工事作業船等は作業を中止し、

安全な場所に避難すること。 

４ 1,000 総トン未満の船舶は、避

泊場所を選定し、時期を失すること

がないよう避泊を開始すること。 

５ 避難船舶は 

 ① 国際 VHF（ch16）を常時聴取

する等、海上保安庁との連絡手段を

確保すること。 

 ② 船橋当直員・無線当直員を配

置すること。 

 ③ AIS 搭載船舶は AIS の常時作

動を確認すること。 

（
全
船
舶
避
難
勧
告
） 

 

東播磨港が台風の暴風

戒域に入ることが必至

と考えられるとき、ある

いは在泊船舶が重大な

影響を受けるおそれが

あるとき。 
 
 
 
 
 
 
 

１ 総トン数 1,000 トン以上の船舶

は、原則として港外に避難し、保船

等万全の措置をとること。 

２  総トン数 1,000トン未満の船舶

は、状況に応じた安全な場所に避難

し、厳重な警戒措置をとること。 

３ 避難船舶は 

 ① 国際 VHF（ch16）を常時聴取

する等、海上保安庁との連絡手段を

確保すること。 

 ② 船橋当直員・無線当直員を配

置すること。 

 ③ AIS 搭載船舶は AIS の常時作

動を確認すること。 

 解 

除 

 台風の影響圏外にな

ったと判断されるとき。 

 避難した船舶は、気象の状況、港

内の状況等に留意し避難を解除で

きる。 
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注１：在泊船舶が避難勧告に応じない場合で、当該船舶及び付近船舶交通 
に危険が生じるおそれがある場合には、港長から港則法の規定に基づ

いて退去命令が出されることがある。 
 注２：避難勧告解除後、避難した船舶が再入港する際に港口付近において 

著しい混雑が予想される場合は港長から入港順序の指定等必要な措置

がとられる場合がある。 
 

（２）風速 40m/s 以上の台風が瀬戸内海中部に接近するおそれがある場合  
① 第五管区海上保安本部長及び第六管区海上保安本部長が発令する海上

交通安全法第 32 条第 2 項及び港則法第 48 条第 1 項に基づく勧告の内容を遵

守すること。 
② 事務局（加古川海上保安署）は、海上交通安全法第 32 条第 2 項及び港

則法第 48 条第 1 項に基づく勧告の発令、解除があった際は、所定の情報伝達

手段により、速やかに勧告内容を伝達する。 
 
（３）情報伝達・周知方法 
  ① 勧告及び措置内容は、東播磨港長から部会会員あて電話、FAX、電子

メールにより伝達される。 
  ② 部会会員は、関係船舶に伝達するとともに措置内容を徹底する。 
  ③ 上記のほか、巡視艇の拡声器等による周知及び姫路海上保安部 海の

安全情報（沿岸地域情報提供システム）への掲載。 
 
（４）情報伝達の内容 
   勧告及び措置内容は、別添「情報伝達例文」に倣って伝達する。 


